
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　一般職の職員の給与で、教育長を含む。
      ３　職員数は、平成１８年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

平成１７年１０月１日　編入合併

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水
　　　　　　準を示す指数である。
　　　　　２　全地方公共団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。
　　　　　３　平成１４年度以前は旧田原町の数値である。

(5) 給与改定の状況
①月例給

人事委員会の勧告 （参考）

Ａ Ｂ
円 円 円 ％ ％ ％

（　　　　　　　％）

②特別給

人事委員会の勧告 （参考）

国の年間

割合 Ａ 支給月数 Ｂ 支給月数
円 円 円 ％ ％ ％

（　　　　　　　％）

　　勤勉手当の年間支給月額である。

4,495,238千円

勧告

（改定月数）

18年度

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

人 件 費

　　　　　　Ｂ

65,695人　

給　 料

実質収支

　　　　　　Ａ

Ａ－Ｂ

6,328,419千円

　　　　　計　　　　　Ｂ

1,125,248千円

人 件 費 率

１8年度 757人 2,869,914千円

18年度

民間の支給

期末・勤勉手当

区　　分

別紙３

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（18年度末）

田原市の給与・定員管理等について

（参考）

17年度の人件費率

区　分

18年度 32,111,487千円 2,582,055千円

区　　分 公務員の 較差

職員手当

500,076千円

一人当たり給与費

5,938千円

Ｂ／Ａ　　

勧告

（改定率）

給与改定率較差公務員給与民間給与

Ａ－Ｂ

20.00%19.70%

年間支給月数

（注）　「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。

（注）　「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び

職員数 給 与 費

国の改定率

90

95

100

105

田原市 類似団体平均 全国市平均

（例）

(H14)
93.1

(H19)
95.2

(H14)
99.9

(H19)
95.5

(H19)
97.9

(H14)
101.2
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１９年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造改革基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成16～18年の3ヵ年平均）
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

(2) 職員の初任給の状況（１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

276,100 227,200284,330 277,700 用務員 53.9

田原市 -

参　　考

年収ベース（試算値）の比較

-

-

区　　分
公務員

（Ｃ）
民間
（Ｄ）

Ｃ／Ｄ

-

-

-

299,800

-

281,400

-

-

-

-

43.3

41.0

305,183

-

-

-

-

269,500

350,491

287,094

292,500

282,882

419,986

- 320,514

253,400 258,557

-

廃棄物処理作業員

-

273,555

404,392

255,357 調理師

Ａ／Ｂ

民間 参考

365,471

平均年齢
平均給与月額

（Ｂ）
対応する民間
の類似職種

区　　分

田原市

平均給与月額
（国ベース）

平均給料月額

325,724

44.7 369,376

44.8

40.7

486,755

437,595

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）

公務員

43.6

国

愛知県

394,193

437,447

（国ベース）
平均給与月額

326,400

 - 

326,600

中　学　卒

経 験 年 数 １ ５ 年

257,500

208,300

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒  -  - 

354,600

234,700

140,100

諸 手 当 の 額 を 合 計 し た も の で あ り 、 地 方 公 務 員 給 与 実 態 調 査 に お い て 明 ら か に さ れ て い る も の で あ る 。

大　学　卒

区　　　         分

-

287,500

経 験 年 数 １ ０ 年

137,200137,200

高　校　卒

大　学　卒

140,100

類似団体

51.0

50.5

48.8

内清掃職員

48.3

内学校給食員 48.8

内用務員 53.6

田原市

区　　分

愛知県

国 5193

67

23

10

347,800

平 均 年 齢

292,657

383,541

317,883

314,200277,500

区　　　         分

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

愛知県

372,531

平均給与月額

（注）１　「平均給料月額」とは、１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

一般行政職

田原市

172,200

-

国

172,200 172,200

一般行政職

技能労務職

-

140,100

-

337,098

255,200

-

経 験 年 数 ２ ０ 年

281,500

ま た 、 「 平 均 給 与 月 額 （ 国 ベ ー ス ） 」 は 、 国 家 公 務 員 の 平 均 給 与 月 額 に は 時 間 外 勤 務 手 当 、

高　校　卒

類似団体

53.9

67

11

--

639

内学校給食員

内用務員

5,023,400

4,222,578

4,634,460

内清掃職員 4,192,600

3,891,100

3,284,300

技能労務職

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての 　

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉
手当、民間においては前年においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

技能労務職
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（１９年４月１日現在）

（注）１　田原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注１）　平成１８年４月１日に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

（注２）　「１年前の構成比」は渥美町との合併前の田原市の構成比です。

(2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

１　級

３　級

２　級

　　中級吏員、初級吏員 　　　　１1　　人

　　　　２４　　人

2.7%

14.6%

46.3%

5.9%　　課長・主幹

　　課長補佐

　　係長、主任

　　上級吏員

3.7%　　　　１５　　人

４　級

６　級

区　　分

５　級

７　級

8.8%

　　部長

　　次長・課長 　　　　３６　　人

職員数 構成比標準的な職務内容

18.0%　　　　７4　　人

　　　　60　　人

　　　１90　　人

１級
0.041

１級
0.027

２級
0.182２級

0.146

３級
0.423３級

0.463

４級
0.175

４級
0.18

５級
0.057

５級
0.059

６級
0.086

６級
0.088

７級
0.036

７級
0.037

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１９年の構成比 １年前の構成比
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（　‐　） 月分 （　-　） 月分 （　－　）月分 （　－　）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

(2) 退職手当（１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職特例措置　2～20％加算） （定年前早期退職特例措置　2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１８年度中に退職した職員に支給

　　　された平均額である。

 (3) 地域手当（１９年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

（注１）　「支給実績」は、平成１８年度普通会計決算における「調整手当」の額です。

（注２）　平成１７年１０月１日の合併時に調整手当を廃止しているため、「支給職員一人当たり

　　　　平均支給年額」を表示していない。

－

田　　　　　　　　　　　原　　　　　　　　　　　市 国

1.45

33.50

3.00

－支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度普通会計決算）

17,191

－支給実績（１８年度普通会計決算）

支給対象職員数

1,486

59.28

23.50

47.50

41.34

59.28

-なし

田　　　　　　　　　　原　　　　　　　　　　市

支給対象地域

2,566

59.28

23.50

国の制度（支給率）

59.28

33.50

47.50

41.34

59.28

支給率

59.28

30.55

国

3.00 1.45

１人当たり平均支給額（１８年度）

－ －

30.55
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 (4) 特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

支給実績（１８年度普通会計決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度普通会計決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度普通会計決算） 　％

感染症防疫作業に従事する職員

家畜に対する防疫作業に従事する職員

ゴミ処理場等における農薬混合散布

死体の取扱に従事する職員 死体の取扱業務

屋外の災害応急対策作業

公共用地の買収に従事した職員

徴収事務 庁内徴収事務をのぞく徴収事務

土木作業等

斎場業務 火葬、死体の取扱いに従事する職員

その他の業務に従事する職員

消防業務 毎日勤務消防吏員 毎日勤務消防業務

隔日勤務消防吏員 隔日勤務消防業務

火災出動又は救急出動に従事する消防吏員 火災、救急出動

災害時に排水機を運転した職員 災害時排水機運転業務

清掃業務 ゴミ処理等の作業に従事する職員（作業員） ゴミ処理等業務（作業員）

ゴミ処理等の作業に従事する職員（作業員以外） ゴミ処理等業務（作業員以外）

犬猫の死骸処理 犬猫等の死骸処理業務

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　「職員一人当たり支給年額」は、平成１８年４月１日現在の支給対象支給数により算出しています。

(6) その他の手当（１９年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円産業教育手当

扶養手当

その他特に困難と認める業務

手当の種類（手当数）

休日勤務手当

通勤手当 交通用具利用者

361

１１種類

職員１人当たり平均支給年額（１８年度普通会計決算）

243,239

国の制度
との異同内容及び支給単価

支給実績
（１８年度普通会計決算）

千円

－ 千円

17,798

左記職員に対する支給単価

109,864

21.4

主な支給対象業務

その他特に困難と認める業務

災害時の排水機運転

行旅死亡人の取扱い

主な支給対象職員手当の名称

屋外の災害応急対策作業

支給実績（    年度決算）

支給実績（１８年度普通会計決算）

-

57,553同じ

-

部長・局長・会計管理者　　　71,700円
次長　　　　　　　　　　　　　　  58,900円
課長・室長・事務長（6級）　　50,500円
課長・室長・事務長（5級）　　48,400円
主幹・副署長　　　　　　　　　 40,300円

－

－

　自動車等の使用距離に応じて、2,000円から2万4,500円まで

（１８年度普通会計決算）

千円

86,442

同じ

同じ

同じ

258,808千円

42,028 71,234

693,410

27,015
千円

千円

支給職員１人当たり

　５，０００円／月

　　　５００円／日

１０，０００円／月

　　　３００円／回

　　　５００円／日

１５，０００円／月

232,888

管理職手当

支給職員１人当たり平均支給年額（    年度決算）

手　当　名

【配偶者のある場合】
配偶者　13,000円
配偶者以外の扶養親族　6,500円
【配偶者のない場合】
1人目　11,000円
※配偶者以外の扶養親族で16歳～22歳の子　1人につき
5,000円を加算

住居手当
借家の家賃に応じて限度額　27,000円

持ち家（新築５年まで）　2,500円

交通機関利用者の最高支給限度額　55,000円

防疫作業

ゴミ処理場等における農薬混合散布に従事する職員

感染症防疫作業

家畜に対する防疫作業

　８，０００円／月

　１，０００円／１体

５００円／日

建設車両等特殊車両（霊柩車を含む）の運転又は土木作業

徴収事務

５００円／日

５００円／日

　５，０００円／月

　３，０００円／月

公共用地の買収

屋外の災害応急対策作業に従事した職員（災害対策設置後に限る。）

建設車両等特殊車両（霊柩車を含む）の運転又は土木作業に従事する専任職員

斎場関係業務

２５，０００円／月

　　　５００円／日

　　　５００円／日

３００円／日

火葬、死体の取扱い業務

平均支給年額
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５　特別職の報酬等の状況（１９年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

　　（１９年度支給割合）

月分

　　（１９年度支給割合）

月分

　　（算定方式）　　　　　　　　　　　　（１期の手当額）　　　　　　 　　　（支給時期）

給料月額×在職月数×0.45 2,009万円 任期毎

給料月額×在職月数×0.27 985万円 任期毎

（注）　１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

　　　　２　退職手当の「１期の手当額は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

副 市 長

区 分

市 区 町 村 長

市 区 町 村 長

議 員

(参考）

主 な 増 減 理 由

給
料

普
通
会
計
部
門

副 市 長

議 長

農林水産

62人

民生

期
末
手
当

報
酬

3.35

3.35

議 員

議 長

副 議 長

副 議 長

議会 6人

66人

24人 25人

6人

税務

衛生

労働

2人

203人

対前年
増減数

31人

-14人

-4人

217人

29人

240,000

450,000

360,000

320,000

305,000

930,000 679,000

給 料 月 額 等

-4人

-1人

人

1,020,000

121人

副 市 長

総務企画 117人

760,000 542,000

人

（類似団体の人口１万人当たり職員数　70.36人）

小　計 542人520人

一
般
行
政
部
門

商工 人

土木

　教育部門

　水道

121人

91人

12人

小　計

50人

　消防部門

12人

125人

　その他 20人

　下水道 18人

50人

　
　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

20人 人

人

1人90人

人

-3人

-4人

退
職
手
当

平成１９年

市 区 町 村 長

18人

63人

212人

1人 人

13人13人

小　計

822,000

551,000

507,000

475,000

備 考

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数

215人

平成１８年

合　　計
〈参考〉

[    841　 ］ [       ０   ］ 　人口１万人人当たり職員数　　119.0　人

782人 807人 -25人

[    841　 ］

65人 -2人

-22人

〈参考〉

　人口１万人当たり職員数　79.2　人

（類似団体の人口１万人当たり職員数　　　人）

　人口１万人当たり職員数　　7.6　人

1人

250,000
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(2) 年齢別職員構成の状況（１９年４月１日現在）

　

(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

　①　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）　行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）

　②　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２７年の１１年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

      ３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降

      現年までの職員増減数の累計を示す。

-23

187-

-3

-48 (27.7%)-25

50

657

-

757828

人

45

425

２　年　目

-

-42 (30.7%)

　　計

人

１　年　目

平 成 17 年 10 月 1 日

職員数
956 74

人

職員数

人

27歳

人 人

区　分

～

31歳

24歳 28歳 44歳 48歳

0

40歳

人 人

47歳39歳未満

92

60歳

純減率

55歳 59歳

人

116

人

（参考）

計

人

51歳43歳

人

8.6

17年～19年

数値目標

％

１９年

～

-22

計

　　　　　　　　　区　　分

部　　門 計画始期

平 成 27 年 4 月 1 日

１７年

209

公営企業
等  会  計

562

職員数 830

人

7821

数値目標

-9 (64.3%)

6 (-13.6%)

-

～

33

平成17年4月1日

35歳

～

75

人

～ ～

23歳

増減

職員数

職員数

6

増減

59

13959

人

92

一般行政
職員数

増減

職員数

計画期間

１８年

542

始　期 終　期

32歳 36歳20歳 20歳

以上

50

782

-9

807

0

～ ～

-71

212215

平成22年4月1日 純減数

520

人

56歳52歳

～

特別行政
増減

657人

２０年

３　年　目

-20

～

構成比

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

未満
20歳

23歳
～

20歳

27歳
～

24歳

31歳
～

28歳

35歳
～

32歳

39歳
～

36歳

43歳
～

40歳

47歳
～

44歳

51歳
～

48歳

55歳
～

52歳

59歳
～

56歳

以上
60歳

構成比

%
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

める職員給与費比率

　　　　　　　　Ｂ／Ａ

人

12

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
       ２　 職員数は、平成１８年４月１日現在の田原市・渥美町の合計人数である。

イ　 特記事項

平成１７年１０月１日編入合併

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（　-　） 月分 （　-　） 月分 （　-　） 月分 （　-　） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（１９年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職特例措置　２～２０％　） （定年前早期退職特例措置　２～２０％　）

１人当たり平均支給額　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、1８年度に退職した職員に支給された平均額である。

（参考）市町村平均

一人当たり給与費

30.55

59.28

田原市　（一般行政職・団体平均等）

33.50

47.50

59.28

41.34

59.28

59.28

30.55

1,486

3.00 1.45

区　　分

千円

207,473

8,525

561,600

平　均　年　齢 基　本　給

千円

　　　　　計　　　Ｂ

6,895

期末・勤勉手当

千円

72,286 6,02418,309

一人当たり給与費

（参考）

１７年度の総費用に占

平均月収額

572,943

千円

給　 料 職員手当

団 体 平 均

事 業 者

337,30042.9

45.3 375,666

千円 千円

田原市（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（１８年度）

23.50

- -

1.45

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

59.28

59.28

41.3433.50

47.50

17,191

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

1,526

23.50

2,566

田　　　原　　　　市　

１人当たり平均支給額（１８年度）

田　　　原　　　　市　

Ａ  

千円　

質収支

　　　　千円

職員数

1,180,107

給 与 費

　　　　　　Ａ

区分

１８年度

3.00

区分

％　

7.9

純損益又は実

田 原 市

職員給与費

千円　

総費用

１８年度

45,452

Ｂ　

％　　　　

7.183,789

職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用に占める
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ウ　地域手当（１９年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（注１）　「支給実績」は、平成１８年度普通会計決算における「調整手当」の額です。

（注２）　平成１７年１０月１日の合併時に調整手当を廃止しているため、「支給職員一人当たり

　　　　平均支給年額」を表示していない。

エ　特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

支給実績（１８年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度） 　％

手当の種類（手当数）

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（１９年４月１日現在）

円

円

円

円

左記職員に対する支給単価

78,644

210,000

１種類

千円

千円

千円

1,099

－

34

-

-

平均支給年額
（１８年度決算）

549,504

円

円

千円

千円

50.0

制度と異なる
内容

309,929

支給職員１人当たり

2,170

日額　３００円

一般行政職の

千円

同じ

支給職員１人当たり平均支給年額（　　年度決算）

支給実績（１８年度決算） 3,769

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 377

扶養手当

支給実績
内容及び支給単価

0

－

－

一般行政職の制度（支給率）

支給実績（１８年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

支給実績（　　年度決算）

主な支給対象業務手当の名称

住居手当 同じ

　自動車等の使用距離に応じて、
2,000円から2万4,500円まで

徴収事務

630

異同

一般行政職
（１８年度決算）の制度との

交通用具利用者

徴収事務 収納業務に従事する職員

配偶者　13,000円
扶養親族2人目まで6,000円　3人
目からは5,000円（扶養親族でな
い配偶者を有する場合は　1人目
6,500円、配偶者がない場合1人
目11,000円
※配偶者以外の扶養親族で16歳
～22歳の子　1人につき5,000円を
加算

手　当　名

同じ

借家の家賃に応じて限度額　27,000円

629

-

同じ１０～１６％

-

-

-

－

支給対象地域 支給率

なし

主な支給対象職員

支給対象職員数

－－

休日勤務手当

通勤手当

管理職手当

交通機関利用者の最高支給限度額

持ち家（新築５年まで）　2,500円

産業教育手当

5,650
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④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）　定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
     →6(3)②を参照

終　期

平 成 27 年 4 月 1 日

計画期間

％

26.7

始　期

平 成 17 年 10 月 1 日

数値目標

12

15

純減数 純減率

11

人

-4

職員数

人

平成22年4月1日

人

職員数

平成17年4月1日
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